
事 業 活 動 報 告 書

(令和 3年 1月 1日 から令和 3年 12月 31日 まで)

特定非営利活動法人 国際青少年連合
1 事業の成果
(1)今 年度も国際カンファレンスとして、「IYF MindConference」 を位置づけ、「青少年 。若年層の重要課題・
自殺問題十心の世界」とテーマに取り組み、厚生労働省をはじめとする、東京都、日本商工会議所また、
各国駐日大使館 (25カ 国)の後援の基に開催を予定し、会場も「国際オリンピック記念青少年総合センタ
ー」も最大の予約したが「コロナの社会的要因の中」中止を余儀なくされた。

(2)今年度も国際文化交流活動を推し進める中、「老人ホーム慰問ホ
゛
ランティア」「Cantata/ミ ュウジカル創作」等

青少年修練活動が全て「コロナの中止せざるを得なかった。
(3)し かし、若者の集まる青少年交流活動はONLINEに切 り替え、IYF加盟国が一連でつながりが持て、国際文
交流の輪がIYFを通して大きく活動の幅を替えて交流がさらに深まった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人      委女

支出額
(千円)

国際青少年交
流事業

[IYF Mlnd Conference]σ )

中止

青少年のための国際

交流の場 。体験実施

自殺予防週間と合わせ、
テーマ :マイン ドの変化
が人生を変え、マイン ド
の変化が世界を変える。
後援予定 :厚生労働省
東京都・

日本商工会議所 。

25か国の大使館。

令和3年9月
17日 ～20日

47白 5日

日本IYF主催 。

代々木/国立ォリ
ンヒ
・
ック記念青少
年総合センタ

実務
ホ
゛
ランティア

80名

コロナの為中止・海
外等 の受入れ 出来
ず。 また会場 も規
制。

0

国際青少年交
流事業

[IYF Mind Conferoncc]の
中止

シンポジウムレセプション

目的 ;世界青少年問題解
決のための国際協力強化
と課題共有。 *持続的な
国際交流の場

令和3年 9月

18日

日本IYF主催・

代々木/国立オリ
ンヒ
°
ック記念青少
年総合センタ

実務
ホ
゛
ランティア
12名

上記同 :コ ロナの為
中止・海外等の受入
れ出来ず。また会場
も規制。

0

国際青少年交
流事業

20201YFOnlineWorldCamp 令和3年 7月 4

日～ 15日
韓国IYF主催
日本IYFも 参加

90か国・全世界IYF

若者たち≒30万人
Z00M参加・TV/ラ ジ

オ放送にても視聴が
できた。

0

国際青少年交
流事業

IYFOnlineダンスコンテス
ト

令和3年 7月 1

日～3日

韓国IYF主催
日本IYFの推奨
参加

実務
ホ
゛
ランティア
2名

韓国、アメリカ初
め、12か国がエント
リー・学生や若者、
その他団体等参加

0

青少年教育事
業 。マインド
講演会

IYFOnline。 日本多文化家
族交流イベント

令和3年 8月 28

日

韓国/NPOデ ィ
ディム ドル主

催
日本IYFも 参加

実務
ホ
゛
ランティア

2名

韓国と日本の多文化
家族の為、国際文化
公演やマインド教育
等の開催。

0



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)
特定非営利活動法人 国際青少年連合

霜 ′|ヽ言十 合 計

1,204,000
1,204,000

受取補助金

受取利息

4

5

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
芋:業収益

1.204.00(

1

1

2

旅費交通費
減価償却費
事務費

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

事務通信費
印刷費
手数料
通信運搬費
地代家賃費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

189,003

600

3,905
20,325
0

0

0

360,000
219,414

793,24

793 247
793.247

当 1期 減  箱 A B 410.7

過年度損益修正益

災害損人

増  減
410.′

-834 028
-423.27



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

令   額 小 計 ・ 合 計

2
1

3

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金

長期貸付金

423,725

423.725

423,725【A】 資 産 合 計 ①+②

負  債 )部

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

螢 言十 ③ +(

2

834028
410753
-423,275

-423,275【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

産 部



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年年度 財産目録
事 業 報 告 用

単位 :円
日 令 和 ′]ヽ 計

産  の

423,275 423,275

現金預金

手元現金
三菱じFJ銀行普通預金

未収金

事業未収金

棚卸資産
販売用寄附物品

423_

/:, a>

(1)有形固定資産
車両運搬具

事業用車両

(2)無形固定責産
ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

借地確
○○市事業所

(3)投資その他の資産
敷金
○○市事業所

長期貸付金
○○銀行

【A】 資 産 合 計 ①十②

】 負 4貢

源泉徴収税

未払金
○月分給与
○月分社会保険料

流 亘

長期借人金
○○銀行借入金

退職給付引当金
職員

2

【[

【B-1】 負 債 合 計 ③十④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 423,275

組

|

|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 J卍言蒲層蒙ぢF雛 輔lξttξ尚縛識器呪爆所並

特定非営利活動法人
△

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて ください。)

」以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

∈緋:・ 監事
マツモ トケンイチ 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年 月

月

日

日年松本 健一

く):・ 監事
ヤン テーホー 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年  月  日

年  月  日梁 泰 鏑

(Yang  Taeho)

⌒

理事 監事

t)tl'<-4 4 7 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年  月  日

年  月  日中山 英一

≦≧・監事
ウ ショウイチ 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年

年

月

月

日

日
高 鐘一
(松本 庄一)

⌒

理事・監夢

リ メイテツ 令和 3年 1月 1日

令和 3年 12月 31日

年  月  日

行:  月   日李 明 哲

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

7 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日

理事・監事

合
'
月

月

日

日イ
li

年  月  日

年  月  日

理事・監事

年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立 口事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人___』ヨ1登童坐1重1型:豊1主________

氏    名

菊池 七郎

2
天達 泰郎

3 青木 寿一

4
小野 隆司

5
大塚 文好

6
立河 義行

7 朴  桂彦

8
佐藤 順子

9 本卜   政女臣

10
宋  丁順

11
孫  鏑順

12 篠井 範子


